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情報政策課 

 

 

議案第１０５号 

港区個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について 

 

 

１ 経緯 

国は、 社会全体のデジタ ル化に対応し た「 個人情報保護」 と「 データ 流通」

の両立・ 強化を 求め、全国統一的な個人情報保護制度の運用及び個人情報を 含

むデータ を 匿名化し て利活用する取組を 円滑に進めるこ と を 目的の一つと し

て、 令和３ 年５ 月にデジタ ル社会の形成を 図る ための関係法律の整備に関す

る法律を 公布し 、個人情報の保護に関する法律（ 以下「 保護法」 と いいます。）

を 改正し まし た。保護法の改正により 、令和５ 年４ 月１ 日から は地方公共団体

が個別に運用し ていた個人情報保護制度が保護法に基づく 全国共通ルールに

統合さ れ、 国の独立行政委員会である 個人情報保護委員会が一元的に監視監

督するこ と になり ます。  

保護法に基づく 全国共通ルールでは、 保護法と 重複する規定を 地方公共団

体の条例で規定するこ と が認めら れないこ と から 、 現在の港区個人情報保護

制度（ 以下「 区保護制度」 と いいます。） を 踏襲するこ と を 基本と し て、 保護

法の規定に反し ない範囲で関係する 条例の改正等を 行う と と も に、 条例で定

めるこ と と さ れた不開示情報のほか、 自己情報の開示等請求に係る手続につ

いて必要な事項を 定めるため、 港区個人情報保護条例（ 以下「 保護条例」 と い

います。） を 廃止し 、 新たに港区個人情報の保護に関する法律施行条例（ 以下

「 法施行条例」 と いいます。） を 制定し ます。  

 

２ 区保護制度の主な変更点 

（ １ ） 保護条例において規定し ている要注意情報「 思想、 信条、 宗教、 人種及

び犯罪に関する個人情報並びに社会的差別の原因と なる事項に関する個人

情報」 は、 保護法に基づく 要配慮個人情報に名称が変わると と も に、「 社会

的身分、 病歴や健康診断結果」 が加わり 、 情報の範囲が広がり ます。  

（ ２ ） 自己情報開示等請求において、 保護条例では、 本人又は法定代理人に限

り 請求するこ と ができまし たが、 保護法では、 本人の委任による任意代理

人も 請求が可能と なり ます。  

（ ３ ） 保護法改正の趣旨を 踏まえ、 区保護制度を 所掌する港区個人情報保護運
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営審議会（ 以下「 旧審議会」 と いいます。） と 、 港区情報公開制度を 所掌す

る港区情報公開運営審議会と を 統合し 、 個人情報保護と 情報公開の両制度

に関する審議を 同一会議体である港区情報公開・ 個人情報保護運営審議会

（ 以下「 審議会」 と いいます。） で行う こ と により 、 効率的かつ効果的な制

度運営を 行います。  

（ ４ ） 保護条例では「 死者の個人情報」 に関する規定がないため、 旧審議会答

申により 、「 請求者自身の個人情報でも あると 考えら れる情報」 又は「 社会

通念上、 請求者自身の個人情報と みなし 得るほど、 請求者と 密接な関係が

ある情報」 は、 開示請求を 認めるこ と ができ る運用と し てき まし た。  

保護法第２ 条では「『 個人情報』 と は、 生存する個人に関する情報」 と 規

定し ているため、 死者情報は個人情報に含まれません。  

死者情報の取扱いについて別途要領等で定め、 旧審議会答申に基づく 運

用を継続し ます。  

 

３ 条例（案）の概要 

（ １ ） 趣旨（ 第１ 条）  

保護法の施行に関し て必要な事項を 定める旨を 定めます。  

（ ２ ） 定義（ 第２ 条）  

法施行条例で使用する用語の意義及び実施機関を 定めます。  

（ ３ ） 実施機関の責務（ 第３ 条）  

区保護制度に係る実施機関の責務を 定めます。  

（ ４ ） 法第７ ８ 条第２ 項の規定によ り 読み替えて適用する同条第１ 項の不開示

情報（ 第４ 条）  

   自己情報開示請求に係る不開示情報と 、 情報公開請求に係る 不開示情報

を同一と する旨を 定めます。  

（ ５ ） 手数料等（ 第５ 条）   

開示請求に係る 手数料を 無料と し 、 写し の交付に要する 費用を 開示請求

者負担と するこ と 及び減免事項を 定めます。  

（ ６ ） 開示請求書の記載事項（ 第６ 条）  

開示請求に係る文書の特定に資する ため、 開示請求書に開示請求理由を

記載するこ と ができ る旨を 定めます。  

（ ７ ） 開示決定等の期限（ 第７ 条）  

開示請求の決定期限を 現在と 同じ く 請求翌日から １ ４ 日以内と するこ と 、

理由がある場合は３ ０ 日以内に限り 延長するこ と ができる旨を 定めます。  

（ ８ ） 開示決定等の期限の特例（ 第８ 条）  

開示請求に係る 保有個人情報が著し く 大量のと き は、 更に決定期限を 延

長するこ と ができる特例を 定めます。  
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（ ９ ） 訂正決定等の期限（ 第９ 条）  

訂正等請求の決定期限を 現在と 同じ く 請求翌日から ２ ０ 日以内と する こ

と 、理由がある場合は３ ０ 日以内に限り 延長するこ と ができ る旨を 定めます。 

（ 10） 訂正決定等の期限の特例（ 第１ ０ 条）  

訂正決定等に特に長期間を 要すると 認めると き は、 更に決定期限を延長

するこ と ができ る特例を 定めます。  

（ 11） 利用停止決定等の期限（ 第１ １ 条）  

利用停止請求の決定期限を 現在と 同じ く 請求翌日から ２ ０ 日以内と する

こ と 、 理由がある場合は３ ０ 日以内に限り 延長するこ と ができ る旨を 定め

ます。  

（ 12） 利用停止決定等の期限の特例（ 第１ ２ 条）  

利用停止請求に特に長期間を 要すると 認めると き は、 更に決定期限を 延

長するこ と ができる特例を定めます。  

（ 13） 本人の委任による代理人から の開示請求等に係る措置（ 第１ ３ 条）  

 任意代理人から の開示等請求の際に、請求者本人の意思を 確認するこ と が

でき る旨を 定めます。  

（ 14） 審議会への諮問等（ 第１ ４ 条）  

審議会への諮問事項等を 以下のと おり 定めます。  

   ア 法施行条例の改正又は廃止を 伴う 重要事項を 審議する場合 

   イ  保護法第６ ６ 条（ 安全管理措置） に基づく 基準を定める場合 

   ウ 実施機関における個人情報の取扱いに関する運用を 定める場合 

   エ 特定個人情報保護評価（ Ｐ Ｉ Ａ ） の点検を 行う 場合 

   オ 個人情報の保護に関する制度の実施状況を 報告する場合 

（ 15） 国等への要請（ 第１ ５ 条）  

個人情報の保護に関する制度に係る 適切な措置について区長から 国等へ

要請する旨について定めます。  

（ 16） 実施状況の公表（ 第１ ６ 条）  

個人情報の保護に関する制度の実施状況を 毎年１ 回公表する 旨について

定めます。  

（ 17） 委任（ 第１ ７ 条）  

   法施行条例施行に関し て必要な事項を 区規則で定める旨を 定めます。  

（ 18） 付則 

ア 施行期日（ 第１ 条）  

法施行条例は、 令和５ 年４ 月１ 日から 施行し ます。  

イ  港区個人情報保護条例の廃止（ 第２ 条）  

保護条例は、 廃止し ます。  

ウ 港区個人情報保護条例の廃止に伴う 経過措置（ 第３ 条）  
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（ ア） 保護条例に定める従事者（ 職員、 受託者、 指定管理者） に対する

個人情報の取扱いに関する義務について、保護条例の廃止後も 守秘

義務を 継続し ます。  

（ イ ） 法施行条例の施行前において保護条例に基づく 旧審議会の委員

であっ た者に対する守秘義務を 継続し ます。  

（ ウ） 法施行条例の施行前に保護条例に基づく 自己情報開示等請求が

あっ た場合は、 保護条例に基づき 決定等を 行います。  

（ エ） 保護条例の廃止前に保有し ていた個人情報を 法施行条例の施行

後に正当な理由なく 提供し た場合においては、 保護条例の罰則を

適用し ます。  

（ オ） 保護条例の廃止前に業務に関し て知り 得た個人情報を 、法施行条

例の施行後に不正に提供・ 盗用し た場合において、保護条例の罰則

を 適用し ます。  

エ 港区個人情報保護条例の廃止に伴う 経過措置（ 第４ 条）  

保護条例の廃止前に違反行為が行われ、 罰則の適用が保護条例廃止

後になる場合は、 保護条例に基づく 罰則が適用さ れます。  

し かし 、 経過措置を 設けずに保護条例を 廃止する と 罰則を 適用でき

なく なるため、 保護条例廃止後に罰則を 適用するための経過措置です。 

オ 港区暴力団排除条例の一部改正（ 第５ 条）  

個人情報の保護に関する 制度の根拠法令が、 保護条例から 個人情報

の保護に関する法律に変わるため、引用し ている 条例の題名、条項等を

改正し ます。  
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